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衆議院農林水産委員会ニュース 

平成 25.4.4 第 183 回国会第４号 

 

4 月 4 日（木）、第４回の委員会が開かれました。  

 

１ 農林水産関係の基本施策に関する件 

・林農林水産大臣、寺田内閣府副大臣、江藤農林水産副大臣、長島農林水産大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行

いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

中 川 郁 子君（自民） 

・ＴＰＰ交渉の本格化に当たり、重要品目について再協議、

除外という措置も含め、国益を守るために、農林水産大

臣としてどのような決意で臨むのか。 

・今後、「攻めの農林水産業推進本部」においては、現場の

農家の声を十分踏まえて政策の検討を進めていくのか。 

・担い手総合支援の充実等、若い世代にエールを送るよう

な施策を講ずるべきではないか。 

 

福 山   守君（自民） 

・農林水産業への鳥獣被害が深刻化する中、地方財政が厳

しい状況を踏まえて、農林水産省が、野生鳥獣の個体数

調査のための予算を措置すべきではないか。 

・地元に埋もれた地域資源の発掘やそのブランド化につい

て、今後どのように取り組んでいくのか。 

・厳しい農業環境の中で、今後どのように農業の成長産業

化に取り組んでいくのか。 

 

佐 藤 英 道君（公明） 

・東日本大震災の被災地域における水産業の早期復興及

び振興に対して、農林水産大臣はどのように考えてい

るのか。 

・ＴＰＰ交渉に当たっては、漁業補助金について、ＷＴ

Ｏ交渉と同様、過剰漁獲につながる補助金に限定して

禁止する方針で臨む必要があるのではないか。 

・ばれいしょの病害虫抵抗性品種の普及・促進の取組状

況はどうなっているのか。また、今後どのように新品

種の転換に取り組んでいくのか。 

 

鷲 尾 英一郎君（民主） 

・農林水産大臣は報道番組で「ＴＰＰ交渉で日本の主張が

受け入れられない場合は、その場で席を立って帰る」と

いう趣旨の発言をしたが、どういうケースを想定してい

るのか。 

・人・農地プランの作成に当たっては、人と農地の問題の

解決につながるものとなるよう、国として指導する必要

があるのではないか。 

・沖縄周辺海域において、これからマグロ漁の時期に入る

が、外国漁船の取締りについてどのように対応するのか。 

 

大 串 博 志君（民主） 

・「国有林野の有する公益的機能の維持増進を図るための国

有林野の管理経営に関する法律等の一部を改正する等の

法律」が本年４月１日より施行され、国有林野事業職員

の勤務実態に変更がないにも関わらず、職員の労働協約

締結権等が喪失するが、法的措置の必要性をどのように

認識しているか。 

・諫早湾干拓事業の潮受堤防排水門開門の時期は、ノリの

漁期に配慮すべきではないか。 

・ＴＰＰ交渉参加表明と同時に、農林水産業への対策を示

すべきではないか。 

 

百 瀬 智 之君（維新） 

・「攻めの農林水産業推進本部」の構成員を農林水産省内に

限定した理由は何か。 

・「攻めの農林水産業」の推進に当たっては輸出促進が重要

と考えるが、それに対応し、検疫施設で勤務する職員を

増員すべきではないか。 

・担い手の育成・確保のためには、国が海外農業研修を支

援するといった大胆な施策を行うべきではないか。 

 

鈴 木 義 弘君（維新） 

・主業農家に重点化した施策を打ち出すべきではないか。 

・第４次見直しを行った義務付け・枠付けの見直しや権限

移譲など地方分権改革をさらに推進すべきではないか。 

・産業政策としての農政を推進していくべきではないか。 

 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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林   宙 紀君（みんな） 

・平成 25年４月１日に就任した、（独）農林水産消費安全

技術センター理事長及び（独）家畜改良センター理事長

の選任理由は何か。 

・農林水産省所管独立行政法人の役員の公募に対する応募

者は回を重ねるごとに減少しているが、公募についてど

のように周知しているのか。 

・今後、「独立行政法人等の役員人事に関する当面の対応方

針」（平成 21年９月 29日閣議決定）の見直しを行う予定

はあるか。 

 

畑   浩 治君（生活） 

・飼料価格の高騰等厳しい状況にある都府県の酪農経営

の現状についてどのように認識し、どのような対策を

講じていくのか。 

・ＴＰＰ交渉参加に当たって、食の安全・安心の観点か

ら輸入食品における食品添加物の扱いについてどの

ような方針で臨むのか。 

・農産物の重要５品目を守るため、今後のＴＰＰ交渉で

どのような方針で臨むのか。 

 

  

２ 外国政府に対して有する米穀の売渡しに係る債権の免除に関する特別措置法案（内閣提出第 15 号） 

・林農林水産大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

  

 


